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わが国における平和義務理論

の歴史的展二開〔1〕
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第1章　戦前における平和義務理論（前号）
第2章　昭和20年労働組合法下における平和義務理論の展開

　第1節　実　　　　　態

　第2節　理　　　　・論

概　　　　　況
第21条および第25条の制定経過

末弘博士の所論
後藤教授の所論（以上本号）

孫田博士の所論

吉川博士の所論

吾妻教授の所論
第3章　昭和24年労働組合法下における平和義務理論の展開

第2章昭和20年労働組合法下における平和義務理論の展開

昭和20年sAの敗戦以来漣合国の積齢な労働組合保護育成政策のもとで・

諸種の経済的、社会的条件とあいまって・わカミ国の蠣翻はその比をみない

飛躍的な進展を示した。そして、急速な労働者の組織化、労働組合の設立、そ

してまた、労働争議の頻発にともない、労働協約締結数も急激な増加を生じ

た。次の21年末までの統計をみてもそれがわかる。

’
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（司労働協約雛概況表②（鎚合体）（日召和2・年8月一昭和2・年、2月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　隊適用組合釧樋用組合

　　昭和20年　8月一12月　　　　　　　　3　　　　　－一”‘’“－il　｝一

　　昭和21年　1月一3月　　　　　　215　　　　　　229

　　　　　　　4月一一一6月　　　775　　・，064

　　　　　　　7月一9月　　　822　　1，178　　58
　　　　　　1°月一12月　　　820　　1，209
　　　　　　　　　計　　2・575！　3，683　　・，89
　櫛購結朝日の不明のもの癖ありt’『　b『　 一一一一

つ髭課r2°禰組合甑労働協纏態はどのようなも

考欝轡難雛この駒欄約の実態は・次の二期に

①織直後から昭和22年末まで一権禾喧言型協約の形成期

（2螺惣徽24年6月（改正労働組欄定）ま一アメリ

す勲ち・襯に雛さ批労賜約は、その協約内容として労瀦

糠織驚畿凝難1：婁愈譲難葉織雛
定・実施をみなかつた輔（労醜合法の制定は昭和2・年・2月22日で、施

翌21年3月1H・ま臆法は・2・年・・月3日制定、翌22年5月」日施行）

激しい戦後のインフレーシ・ンの進行のもとでは、とく眼期の飴協定

次　擁約数

標とされていた事情から生じたものと思われる。

　次にその代表的な労働協約例を示す。　　　　　　　　　　　　’

　（d）京成電鉄労働協約④

　団体協約（20年12月29日）
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　活ヲ擁護スへ，キコト

制度．・組合ノ翻ナクシテ・・コレヲ行・’サルコト

採用羅・・組合・承認ナクシテ・・コレヲ行ハサルコト

…1・・
与湯進、訓戒灘囎・・組合・承認ナクシテハ行ハサルコト

部ハ組合事務二専任スルコトヲ承認スルコト

代製講蕪鷲写霜蓉醐叢小・3名）ヨリ成疇業

会ヲ設置シ事業経営二参加スルモノトス

鍛誼鰐島㍊鷺藩長二社二対シ京麟
員ノ生活ノ離向上偽一切ノ働ノ舳ヲ保留スルコト

約成立シ傍テ覚書如件

舎労働協約⑤

灘蕪黙製して株式会繍舎と爾今労働条件其の

翻欝灘内碗舎従業員組合以外の組合を繍ず

鰭繍締霧糠賢萎繋施ttr’委員

麟黛驚証賃金の離もつて昭和2・年・月織

1として次の通り改むるものとする

養独身者300円以上
t．．，よる生活を営む独身者450円以上

家族ある者650円以上
金額は物価の変emこより改正することを得

馨隷籍表による罐定委員会と会社側代表と協謙す

保険厚生年金の掛金は会社全願担すべきこと

時間の改正

欝葦齢灘糖こ付月収3・分の・を支縮勤とするこ
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　へ賃金全額支給による週休制

　1．厚生施設の協同管理

　イ、加配米の組合管理

　ロ、給食の実行

　ハ、共済会の組合と会社側とによる共同運営

　　　経営の参与

　イ、経営委員会の承認

　ロ、右委員会の員数は組合と会社側各半数にて構成すること

撫鰯職幾膝社及び各工場毎に管理委員会を設け夫々穂

　　なおこれらを綜合する綜合委員会を設置す

　　右委員会の委員数は会社側組合側同数とす

　綜合委員会の各工場よりの代表数は比例代表制とす

L　婦人の生活的保護

イ・1ヵ月3日間の生理休暇を与うること

ロ、産前産後は80日を原則として休暇を与うること

但し医師の必要と認めたるときはこ纏延期すること耀

ハ、賃金は全額支給するものとす

1．本契約は昭和21年1月より向う1ヵ月間有効とす

曾駿蓋蕪騨方より蜘発議なき鞭に・ヵ月間鰍

1°

善難灘鵜欝畿盲綴享従業員の労働条件の改

京成電鋤労醐繍権利宣言型協約の代表的事例である．こ繊さき

鷹評贅叢総撒捉鞭饗窺襲墾難溜薄編
後の交渉に委ねられている・そして団結権・団体交灘の承認ないし翻噂

点がおかれてし’るという点におし・てである・しかし識前の労醐約とは異な

り・この欄の労賜練は・騰にともなう使用者嘘脱状態に乗じた、労

鯛合の対使賠関係での優位がうかカミいえ、麓髄朧闘する労醜合

の簾的な関与がみられうる・しかも・それが協約上の縮櫨会樋じて行

一
』一一＿＿＿r瞬＿吻＿，
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ところに、一つの特色がある。

特に、上掲の労働協約例においてもみられるように・本協纏もかか

切の行動の自由を留保する旨規定する労醐約カミ多かったことは・平

問題に関連し循過しえないものがある・とりわけそれが潮者の京

労働協約のように誤体的嶺金・労働条件にかんする規定を欠く労

おいてだけではなく、後者の明電舎の労働協約のように、ある程度具

金．労働条件にかんする規定を有する労働協約においてもみられた

する必要がある。さらにそれは、労働組合法施行後も、例えぽ、理研．

工業部労働協約（21年8月5日）⑥、東北配電労働協約（21年5月24

　　　　　ず

　　　　　”「

（、69）＿5・＿1

　　　　　　　　｝

　　　　　　　ll

　　　　　　　l

全躰翻労働協纏準案（2・年・・月3・日）⑧・全躰化学労働組合（産

労醐繍結の原則（2・年・・月）⑨、dヒ齢道労働協約（21年11月5

こおいてもみられたのである。

、年までの平和義務にかんする規定の搬的傾向について・労鵬編資

運動史では次のように述べている⑪○

条項平和条卿こついて何槻定してし・ないものが多く沖には労働協

わらず、生活権擁護の為乃至会社側の処置が組合の意思に反すると認め

こは一切の行動の自由を留保するという規定の入っている協約もあっ

こ初期に多い）。平和義務の考えは全然問題にならず寧ろ無制約の争議権

せしめる事に重点があった．・齢同盟傘下の労働組合の締結した労働協

こは、労務委員会乃至経営協議会にかけずして争議行為に入らぬとの規

働委員会のあっ旋調停に附しうる旨の規定が謝られている・」

　上にいわれている総同盟系の労働組合の労働協約は、総同盟が昭和21

19日に発表した次のような協約基本案の影響と思われる。

労働組合総同盟協約基本案（昭和21年2月19日）⑫

。会社と労雛舗同盟××労働組合は労働と蘇の社会的・国家臆

その齢に鑑み労働組合法第3竸2・条の精ネ申に基き左の勘契約獅

×会社従類は原則として蠣組舗同盟××組合員たることを要件と

資両都本肺瀦の趣旨嘘み本協繍・項の榊薩き左の二委員

設置す

務委員会　（2）生産委員会

務委員会は労資各同数の代表者を脈構成し飴・労鵬間その他の待



　－－－T　1（

｝一・2－（17・）　第15巻第・号

　1　　遇上の諸条件、解雇、雇入、登用等従業員の人事並びに共済事業、物資配給、

　　　　災害防止、衛生施設等施設に関して協議取極めをなすものとす

　　　5．生産委員会は労資各同数の代表者並びに労資双方に於て承認せる技術者を

　　　　以て構成し、工程管理、原価計算、設計管理等につき協議取極めをなすもの

16．と募纐会並びに生産委員会の委員数及び会灘は労飾縢より

　｝

　　　　別に定むるものとす

　1　7．労務委員会並びに生産委員会で協議成立したる事項中労資双方がこれを承

　1　　認したるときは成文化して労働協約とするものとす

∵’業膿畠饗黒諮は綴員会に諮らずして作糊獅同盟罷

　｝　9．本協約は各三通作成し労資代表が保管し一通は行政官庁に提出するものと

1芸協約す

　上掲の説明からもわかるように、この期の初期においては、平和義務にっい

ての意識は協約当事者にほとんど存在していなかったようである。まして、相

厨的平和義務の労働協約内在性ないし不可欠性についての認識は欠けていたも

のと思われる⑬。また・総同盟系の労働組合の労働協約におけるいわゆる争議

手続条項ないし平和条項も・相対的平和義務の存在を前提した上での規定とは、

到底考えられない・そしてまたsこのころの労働協約には、行動の自由を留保

すると否とにかかわらず・有効期間中の協約改訂について規定したものが多か

ったのも看過することができない。というのは、有効期間中の協約改訂を明文

をもって認めていることは、たとえ行動の自由を留保する旨定めていなくて

も、その協約改訂交渉の際に交渉力強化のために争議行為を行なうことを認め

ているのではないかと推定させるからである。

　このような、平和義務を正面から否定する労働協約や、相対的平和義務の存

在を前提とせず争議手続条項ないし平和条項を定めている労働協約や、有効期

間中の協約改定を明文をもって認めている労働協約の出現は、相対的平和i義務

の労働協約内在性ないし不可欠性を主張する見解に対しては、実践的に重大な

問題を提起するものであった。（これに法理論的にどのように対処したかは、第

2節で述べる。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　こうした一般的傾向に対して、漸次、平和義務思想が強調されるよう，になっ
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であるが、その端初を昭和21年11月22日に発表された、関東経営者協会の

動協約に関する意見」にみることができる⑭。すなわち、「労働協約の解

実施について紛議の生じたときは、経営協議会に附議して解決を図り、尚

点を見出し得ない場合には両当事者の協議によって定めた第三者、または

関係調整法による斡旋、調停、仲裁に附する等、紛議の処理手続を詳細に

し、これらの手続を経た上でなけれぽ、両当事者とも争議行為に出でない

を明文化すべきである。」と。これは、さきの総同盟の協約基本案とは異な

「労働協約の解釈と実施について」の紛議に限定して規定しているかぎり

相対的平和義務の存在を前提としているともいうことができるであろう。

して、昭和22年の2・1スト以降、連合国の占領政策の転換とともに、資

側のまきかえしが顕著となってき、平和義務思想の強調として、それが現

てくる。しかし、その平和義務思想の強調も、相対的平和義務の強調の形

　まだ現われていない。すなわち、昭和22年にあらわれた代表的事例とし

GHQの指導にもとづきいわゆるアメリカ型労働協約のモテルとして締結

た、東京会館の労働協約（22年6月28日）⑮、東京商工会議所編標準労働協

22年8月1日）⑯、官公庁職員組合労働協約に関する閣議諒解（22年8月21

のいずれをみても、相対的平和義務の強調はなく、紛争の平和的処理を強

ることは、当時の労働組合法第25条の規定との関連もあるのであろうが、

的である。とくに、東京会館の労働協約は、会社の経営権を強調し、詳細

具体的な協定を行ない、そして、苦情ないし紛争の処理手続を詳細に規定

その間の争議行為を禁止するものであった。

和23年以降は、使用者側のいわゆる失地回復にともない、使用者優位の労

約が締結されるようになり、いわゆるアメリカ型協約が普及する基盤が形

れたのであるが、平和義務の問題にかんしては、苦情ないし紛争処理条項

働協約中への採用とともに、初めて相対的平和義務を正面から強調するも

現われたことは、注目に価する。すなわち、日経連の「改訂労働協約の根

針」（昭和23年6月21日）がそれである⑱。それは、経営権、経営協議会、

処理機関等について述べたあと、

8．協約の効力（平和義務条項）

結された労働協約を遵守せしめその精神の全き具現を図ることは、経営者、

双方の真摯なる積極的協力に依るに非ざれぽ到底なし得るものではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　の　e’

て経営者及び組合双方とも協約の有効期間中は協約事項の改廃を目的とす
　．　　　　　　　　　　■　　　　　　サ　　　　　　　

議行為を行い得ないのは云うまでもないが、それのみならず労資間の権



利義務に関しても種々なる疑義、紛争が起ることが予想される。斯かる場合に

も事の大小、紛議の性質に応じて予め定められた協議手続により紛争処理機関

乃至経営協議会の議を経る等双方が進んで自主的解決の途を選び、自主的に解

決せざる場合に於ても調停又は仲裁に附しそれが成らざる場合の外は争議に訴

えないことの規定は最低限度の協約義務として確保すべきである。」（傍点筆者）

と述べている。すなわち、相対的平和義務の労働協約内在性ないし不可欠を明

確に前提としたうえで、その他の、相対的平和義務に抵触しない問題にかんす

る紛争については、それを、まず紛争処理手続、ついで調停、仲裁手続に付す

べきこととし、その間の争議行為を禁止する旨の規定を設けるべきであると主

張している。これは、戦後の労働協約の実務界での初めての相対的平和義務に

かんする主張として、貴重な記録である。

　そして、当時の政治的、経済的状勢の推移を背景として、政府は、昭和23年

12月22日労働事務次官通達「民主的労働組合及び民主的労働関係の助長につい

て」を発し⑲、労働協約について初期の権利宣言型労働協約をアメリカ型労働

協約に改変する指導方針を打ちだした。その「労働協約に関する指針」のなか

で、平和義務にかんして次のようにY・っている。まず、前文で平和協定を労働

協約の本質と述べる。そして、経営権等に言及したのちに、

　「4．労働条件を詳細明確に規定すること（略）

　5．苦情処理機関を設けること

　各職場における労働者が、労働協約や労働契約と関連して、自己の労働条件

にっいて、いだいている苦情や、協約の適用解釈に関する労資間の意見の不一

致などを迅速且合理的に調整し、明朗な職場を建設し、生産を向上するには、

苦情処理機関を設けることが必要である。またこれによって、組合員をして労

働組合に対する関心を増大せしめることができるし、職場委員の利用により組

合の活動を合理化することが出来る。なおこれを設けるに当っては、その手続

を具体的にし、各々処理段階の処理機関、職場委員の選出方法、その他詳細な，

規定を設けること及び協約の適用解釈、並びに個人的不平不満に対する苦情処

理は終局的には仲裁による解決が必要である。

　　　紛争の平和的解決のための規定を設けること

　労働協約の有効期間中は一切の労働争議行為を行わないことを規定するのが

最も望ましいが、このような規定が行われないときは、紛争の平和的解決のた

めの規定を設けられることが必要である。こXに紛争とは、前項に述べた、労働

協約の適用、解釈に関する労資の意見の不一致、労働者の個人的苦情を除く一
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切の臓である。これについては協約の有効期間中でも争議行為がありうる

篇趨こ観蓼解欝攣鷲駕焉妾』購潮霧瓢萎
わけであるが、この場合は、労鶴こ争議行為に諏る前に・辛抱強く団体交

申請することができ、一方が講紳請した場合相手方も調停に応じ調停の整

わなかったときに、はじめて織禰こでること浄議行為にでる前こは’

定の予告鯛を設けることなど襯定することが必要である・」と述べている゜

この通達は、蠣条件の詳細かつ曜化とともに協約唖用鰍こかんす

る労資の観の不撤および蠣者の個人的苦髄・舗処騰関による羅
iZtまかせ｛終局的には㈱こよって鰍すること櫓め・その隠こつし’て争

しさらに溝情処騰関臓額以外の紛争tlこついて・その平和的処理のため’

団体交渉手続、労働委員会その他第三者の講手罐規定し・その間犠行為

務畿蹴遜難線輪務灘しての麗の内蓉は・
他方での経営権の主張とともに洞らかの法理翻根撫こもとつい硯解の表

明というよりも、むしろ汰きな蘇的意図にもとついて打ちだされた主張と

いうべきであろう。

　　①労働省編、資料労働顯史・昭和2°・　21年・989頁・

　　　以下この両老に負うところ大である。

　　④労働省編、上掲書、628頁。

　　⑥労働省編、上掲書、72頁。
　　⑥　労働省編、上掲書、75頁以下。

　　⑦　労働省編、上掲書、105頁。

　　⑧労働省編、上掲書、647、648頁。
　　⑨　労働省編、上掲書・648頁。

… ∵／



⑩労働法律旬報、第284・5号、75頁。

⑪労働省編・上掲書・652頁。なお、吾妻光俊、労働協約（昭和24年）、174頁参照。

⑫労働省編、上掲書、77、78頁。

⑬ただし・日本通運覚書（21年1月28日）は、「組合は本覚書以外の事項に付会
　社に対し組合員の生活擁i護のために一切の活動の自由を保留す」と規定し、覚書

　所定の事項については、活動の自由を留保していない点、注目されうる。一労
　働省編、上掲書、73頁。

⑭労働省編、上掲書、659、660頁。

⑮吾妻、労働協約、178頁以下。

⑯　労働省編、上掲書、昭和22年、827頁以下。

⑰　労働省編、上掲書、昭和22年、834頁以下。

⑱労働省編、上掲書、昭和23年、1021頁以下。

⑲　労働省編、上掲書、昭和23年、1117頁以下。

　以上述べてきたような、労働協約実態面での変遷、すなわち、労働協約締結

数の著しい増加、しかも、権利宣言型労働協約からアメリカ型労働協約への移

行、そしてとくに、平和義務にかんしては、一切の行動の自由を留保する、平和

義務排除労働協約の出現、さらに、昭和23年以降はじめて実態面で相対的平和

義務がとりあげられるようになったこと、いいかえると、それまでは、労働組

合法第25条に定める紛争の平和的処理を規定する争議手続条項ないし平和条項

より発生する義務のみを平和義務と考える一般的傾向のあったこと、といった

実態面での諸現象とあいまって、法律面での、昭和20年12月21日法律第51号を

もって労働組合法の制定をみ（施行昭和21年3月1日）、その第3章において労

働協約に関する諸規定がおかれ、さらには、昭和21年11月3日日本国憲法の制

定をみ（施行昭和22年5月3日）、その第28条で労働者ゐ団結権、団体交渉権、

団体行動権（争議権）が労働者の基本的人権として憲法上保障されたことは、

そしてとくに・前記労働組合法の第21条、第25条で平和義務に関連をもつ次の

ような条文が規定されたことは、

　第21条　労働協約締結セラレタルトキハ当事者互二誠意ヲ以テ之を遵守シ労

働能率ノ増進ト産業平和ノ維持トニ協力スベキモノトス

　第25条　労働協約二当該労働協約二関シ紛争アル場合調停又ハ仲裁二付スル

コトノ定アルトキハ調停又ハ仲裁成ラザル場合ノ外同盟罷業、作業所閉鎖其ノ

他ノ争議行為ヲ為スコトヲ得ズ
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争灘の保障もなく、また、蠣協約灘U度もなく・したがって平和翻こ関

連をもつ翻定もなかった識前の法搬下におけると娯った・平和鵜に

ついての鰍論の麟を可能ならしめることは誰察するにかたくない・そし

てさらに、平和義務ひいては労醐約、蠣灘かんす砿解繍の確立につ

いての懇腰請は餓前砒して多大のものであっk・ことも溶易に際す

る襲1ミ綴難糠灘理論は、どのような麟をみせたのであ

ろうか．この期においてはまず湘対的平臓務の肺内雄ないし祠欠性

曙繍離熱磁筆灘灘鈴・ない立

うる。これは沫蝋太郎融こよって代表され硯解である①・労醐約の

窪幣壕謡蟹線1こ鍵驚嘉欝纏欝論満夏
性を認めない、という意味においてむま識前の安祇の所論につらなるものと

い鰍鵬欝論翻吉川f・＃。，t④等⑤によつて燦襯解で

あって、ドイツの平和鵜繍の通説的見角輸醐約の棚こ肌たものと
して肯定し、それにのっとって論述されるものである・すなわ璽べての労

畢黙鞭讐蒙ζ獣鞭甥養犠攣庭瀦霜蓉鍛

篇辮隷霧議繍濫叙繍繋獄蟹繍鶴撫
等にかんする紛争をさす、とされるのである・したがって湘対的平磁務を

対的平和義務が労働協約の本質的離をなすか否かは・事実面および法纐で



の根拠づけ、論証なしには水掛け論に終ってしまう。

　とくに、その肯定者のいずれの論述にも、その点についての十分な配慮が行

なわれているとみうるものがない。それゆえに、否定者に対する説得性を欠く

一方的な主張に終っている。

　労働協約の本質に言及する場合、それが超歴史的普遍的なものとして語られ

てよいのか、疑問である。少なくとも法解釈学の対象としての労働協約を問題

にする場合、特定の時期の特定の社会での、そして特に特定の法制度下でのそ

れが問題なのであり、そのような歴史的、社会的、法制度的な諸条件を無視し

た労働協約の概念規定ないし労働協約の本質観というものは、法解釈学にとっ

て無意味なことが多い。

　このような意味では、後藤教授等のなされているような、ドイツの平和義務

理論をそのままの形で、労働協約の本質に関説されつつ、わが国の昭和20年労

働組合法下での解釈論として展開されていることについては、疑問を感ぜざる

をえないQ

　すなわち、実態面においては、平和義務否定条項をもつ労働協約や、相対的

平和義務にふれることなく、争議行為一般について手続的な制限を加えるのみ

の労働協約の存在が一般化しており、法律面においては、次項で述べるように、

明らかに、相対的平和義務についての認識はまったく立法過程にあらわれてお

らず、第25条の規定は当該労働協約にかんして生ずる紛争すべてを予想して定

められている、と解せられるのに、何故に、相対的平和義務は労働協約の不可

欠の概念構成要素をなすと主張されなけれぽならないのであろうか。

　なお、平和義務の成立根拠の聞題についていえば、孫田博士一人を除いては、

すべて協約当事者の合意にそれを求められているということができる。孫田博

士は、後述のように、協約目的（平和目的）を協約締結当事者の追求する目的

とも、また、国家が労働協約制度を定めることによって追求する目的（制度的

目的）とも、解しうる暖昧な表現をされているので、確定することができない。

後者であれぽ、わが国の平和義務理論において一つの新らしい理論を提出され

ているものということができる。また、孫田博士は、不十分不明確ながら、信

義誠実の原則にっいても論及されている点、異色である。

　なお、判例においては、この期においては、相対的平和義務違反の問題はと

りあっかわれておらない。三菱鉱業高島炭坑事件や一連の日本セメソト各工場

の事件⑦や電気化学青海事件⑧は、いずれも、いわゆる争議手続条項ないし平

和条項の問題である。
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①

　　　　本節2、3参照。　る。－
②後麟、労働協約の理論と実際（昭禾021年）等・

③孫田秀春、労醐約と臓の法理（昭禾゜23年）・

忠以響i瀞繋鶴罵灘1錨翻藩葬著蟹灘

⑥も綿欝霧隔れる講授の所論も・この点に駅は同じであ

⑦る轟課㍊法一欄約一（日召和25年）45顛参照・

⑧労働関係民事事件裁判集第5巻（111）。

第2條および第2條の制定経過

平和鵜の問題にかんして、昭和2・年の労働組合法の制定罷においてeま・

のように教られており、その第2・条および第25条はどのような盤をへて

定されるにいたったのか、を労雛制鍼委員会の議鰯樋じて擦して

雛繍委員会は、戦後濫瞬極的㈱翻保護育成鼎こ対

て諏府が労醐合法草案作成のために設置した委員会であった・それは・

庁側、学灘縮事業主側、労鵬側・議会側の賭計34名よりなる委員

である．糊こ湖すべきは、法欝都末or厳太鱒士一人であったことで

る．（また、労瀦側委員として名をつらねてし・るのは・醜絋訟岡駒

水欲三郎、小泉秀吉（韻組合長）・三車鋳壮の諸氏であったことも餅

撫務にかんして、最初にあ懸1まつきりした形で表現齢れるのは・

第2回会謀提出された注として末弘鰍の作成にかかる「労難合立法に

謁高罐識霧龍団体交渉権～聯こついて嚇方針の叙

述の後洛論の第2において次のように述べている②・

「第2　労働協約

1．労働協約の締結及届出
（イ）協約は書面を以て作成せしめ・其の届出をなさしむること

（a）協細こは一定の有効期間を定めしむる・こと

1，
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　2．協約の効力

　協約の法的効力に関しては違反者に対して賠償義務を課するが如き司

裁規定を設くることなく、其の実際的効果を確保する為左記の如き規定

ること

　④　協約の趣旨に違反する労働契約を無効とし

　（ロ）協約の有効期間中協約事項に関して紛議を生じたるときは仲裁乃

の申請をなすを要し、直ちに罷業乃至閉出の如き争議手段に訴うること

すること

　そして、上の叙述を末弘博士は次のように説明されている③。

「第2の労働協約。これにっいてこの前の法案の或るものには、2の（イ）

る規定がありました。法律で云えば強行法的なもので、協約の趣旨に違反

労働契約は無効である。その無効部分は協約の規定で補充されるという

ります。それでこれを入れることでありますが、それより大事なことは

に書いてある「協約の法的効力に関しては違反者に対して賠償義務を課す

如き司法的制裁規定を設くること」っまり裁判所流にどんな効力があるカ

えるのは愚かなので、そうでなく、実際に産業平和を維持する効力があ

う実際的効力確保、これが大事だと思います。ヨーロッパ諸国の労働協約

律を見ましても、司法的効果のことを気にしていたのは大体19世紀の終

20世紀の初めで協約即契約だというので、違反した場合の賠償義務を非脚

題にしてみてましたが、そういっても強制執行でいけないので、それをfl

するより実際的効果を問題にした方がよかろう。それには前に戻って1の

協約が出来たらその内容がはっきりしておることが大事だから、書面で届

なさしむる。（U）e｛k協約の有効期間中に一これは長いのも又イギリスのよ

ところは逆になくなっている様にきいておりますが協約期間中はとに角や

にストライキをしないということにさせるためには、協約の有効期間が余

いといけないようであります。その代りその期間が満了したとなったら、

協約を締結するようにする。これが過ぎると事情が変って、後に協約の内

不当だということになる。そういうことが云われているので、協約に有交

を決めて、その間はしっかりとそれを守るようにする6（イ）と（ロ）は協約は必

文で書くのが多いと思いますが、これは書いてなくても、筍くも協約の有

間は、協約事項に関して紛議が生じた時直ちに罷業的手段に訴えないで、

調停等に移してゆくのがいいo……」

　ここで考えられていることの特色は、協約違反を、個別的労働関係にオ
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反の問題④と集団的蠣関係に紺る違反の問題とに分けて考え・前都つ

ては、いわゆる不可変的効力（顯白勺効力）を付与することによって協約違

状態の出現を防止し⑤、後都ついては浄議行糊女台前に鱒棚停・仲

手続鮒す礒務脇約当鶉麟することによって漁議予防の鶏擁

しようとされていることである。
ことに沫弘博士が、「協約の法的効力に関しては違反都対して賠償義務

課するが如詞法的制裁規定を謝ることなく」として・「つまり裁判所流

どんな効力があるかを考えるのは愚かなので・そうでなく・実際薩業平和

繍する効加・あるという実際的効加崔保・これが大事だと思います・」とい

れているように、基本的には産業平禾・の繍を・労働協約力現実に履行され

いく過程の事実状態として把握されており、直接的には法的義務の発生を考

ておられないようであるのは、極めて注目に値しよう。’こうした理解はまた、

士の労働協約を協約当事老の自主規範としてとらえ、協約自治を重んぜられ

立場からも首肯されうることであろう。

したがって、こうした基本的立場から考えると、2の（ロ）の「協約の有効期間

協纏卿こ関して臓姓じたるときはイ中裁乃至調停の輪をなすを要し・

ちに罷業乃至閉出の如き争議手段に訴うることを禁止すること」といわれる

場合、法的鵜としての欄的平禾・鵜が労醐約納在し乃至は不可欠とな

ているということを前提したうえで、その義務範囲以外の紛争について何ら

、の規制を加えようとされているのでセまないように推察される・すなわち・そ

で「協纏項醐して紛議姓じたるとき」といわれてい砺合協約所定

頼の改魔その解釈適用をめぐる紛争を包括して想定されていると考える

一とができるのであって、協約所定事項の改廃の問題については・別個の法的

義務（相対的平和義務）が当然発生しており・それ以外の紛争についてのみ・

腺檎前置のXUを考えられていたとは・叛られない・このことは・第

3回会議において一層はっきりする。

第3回会議には労働組合法草案が提出され討議されたが、同草案には次のよ

うな条項があった⑥。

「第・・条雇儲・・同盟罷業其ノ他・争議行為ニヨリ損害ヲ受ケタ・レノ故ヲ以

テ労雛合又，・組合賭シク・・韻二対シソ・賠償・請求スルコトヲ得ス但

ン争議行為ガ、第24条ノ規定二違反シテ為サレタル時ハコノ限リニ在ラズ

第・8条労醜合曜儲又・雇儲団体ト凋二蠣条件二関スル齪ソ
・他労資関係・離二関ス・レ肺繍セラレタ・レトキ・・両当事麺二誠意ヲμ

＋r コ



一
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テ協定事項ノ実現・図リ能率・増進睦業平和・維持トニ協力ス・犠務ヲ負

第24条　労働協約中二協定事項二関スル紛争ヲ調停又ハ仲裁二付スル旨ノ

款アルトキハ調停又ハ仲裁二付スルコトナク同盟罷業ソノ他ノ争議行為ヲナ

コトヲ得ズ。」

　これらの諸条項について、末弘博士は会議の席上、次のように説明されて
る⑦。

「第11条は損害賠償が問題になりますが…この問題はイギリスでもアメリ

でも大きな損害賠償を取られたという重大な事件がありますので　　・取らせ

べきではなかろうということでこう致しました。但し24条の規定に違反して

された時と申しますのは、24条は労働協約が折角出来ておって労働協約では

争の起った時に一応仲裁なり調停に来た上で、それでも尚駄目だという場合

初めてストライキなり何なりやって宜しいという調停条項がある。或は平和

務があると云われているようなそういう場合に、折角約束した条項に反して

りに始めた時にこれは違法性が出てくる・この規定は24条の制裁規定の積り

置いたのであります・24条に罰則を置くと事実うるさいのであります。それ

りはこの位の程度の制裁で宜しかろうということでやってみましたのが11条

あります。」

「第18条は・労働協約という文字ははっきりしませんが、要するに労働者と

傭者又は雇傭者の団体との間に労働条件に関する協定その他労使の関係の調

を目的とする協約がある。そうすると当事者互いに誠意をもって実現を図って

そういう協定の目的は作業能率の増進を図る、或いは産業平和の維持をしな

ればならぬ・そういうことが一体の主旨だからこういうものがあるのだぞと

うことを最初に謳ったわけであります。義務があるから反すればどうかとし、

直ぐ法律的疑問が起りますが・反すればストライキに入ります。之は反して

いかぬということを書いておきますと調停その他にもってゆきます．やはり

ういうことで法律上のことも亦道義的約束を守らなければならない。道義的義

務というものも法律もまたその後から之に力をつけているという意味のこと

書けぽ反したからどうだということを書かなくてもよい訳であります。こう

う問題はイギリスの様に放っておくより仕方がない、後は実力であります。そ

れを日本の様に労働組合の弱い処では放っておいても困る。18条は今言った

うな意味を以て、誠意をもってとか協力する義務があるという点です。之を読

んで当事者だけに其の気になって貰うという意味をもっております。」

上の説明からわかるように・第・8条の規定は議務に対応した法的効果を考

hilii－一，－N－i－．IN
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えたものではなく説義臓務の存在棚らかにした倫理規定にすぎないもの

とされている．これは揃述の末弘翻書の一節「繍の法白勺効力に関しては

違反都対して賠償xasを謝るが如詞法酬耀定を設くることなく」の

方針の現われとも思える。

続挫ることなく争議行瀧行なうこと襟止し・それ薩反する雛こは・

使儲噸舗灘求権姻鯉しめる旨齪されているのである・したがっ
て、この点においては上の方針とは異なる行き方となっている・ただY・第24

条では「胴肺中ニー調停又・・イ幟二付ス・レ旨・締ア・レトキ」、とい條

件力・沫弘意賂砒べて付加され・肺当輔の翻如何にもとつかせてい

るため、協約自治の範囲は拡大されていることが、注目される。

ところで沫弘博士は、第・・知糊の際に・「2蜘湧働協約が折角でき

ておって労醐約醐争の起った時1・Z一応仲裁な嘲解来た上で・そ2化でも

鰍目だという場合に初めてストライキt・り何なりやって宜しいという講条

項繭る。卵平糠務繭ると・・われているようなそういう搬に’…」と

述べられている．ここではじめて正式の記録セこ「平礒務」の騰槻われて

いるのであるが、その平和義務が、笥縮イ轍前置類欝置されてし’る点・

看過できない．す肋ち沫弘博士は・そこで1ま湘対的平和義務については

全く教ておられず涕24条で規定された内容のみ評和鵜として把握され

第、、雑書の儲賠灘雄回復も・第24条違反の場合のみを齪しておられ

　るのである。
　　この草案の第・・条、第・8条、第24条の規憲ま・若刊字句の修正はあったが

その骨子はそのまま労雛制離委員会の答申⑧まで続いたのであった・

　　ところが澗定された労難合法では・上の第・・条が・次のよう槻定とな

↑轟゜使用者一同盟罷業其・他・争議行為ニシテ正当ナ・レモ・二因リ損害

ヲ受ケタ，レノ故ヲ以テ労醐合又・・其・組合員二対シ賠償ヲ請求スルコトヲ得

ズ 輪ち証些」性が明記されるとともに、草案第・・条謄削除された

のである．この縣第・・条曙の削除は漣合国の齢によるものといわれて

　いる　o
　　このezの削除は、法鰍上如触る意味をもつのであろうか・

一
〒

｛



　　すでに、労務法制審議委員会の第4回会議の席上、西尾末広氏によって、上

　の但書の削除が主張されていた⑩。しかし、西尾氏の主張は、草案第24条に全

　く法的効力を認めないというものではなく、罰則規定をおくことによって担保

　させ、過大な民事賠償責任を免れようとするものであった。すなわち、西尾氏

　にしろ松岡屈吉氏にしろ、争議行為にもとつく損害賠償の請求によって組合が

壊蜘こ陥ることをおそれられることがeinく、刑事罰としての罰金程度なら負担

に耐えうるとの考慮から、そのような主張をなされていたようである。　（もち

ろん、こZZにっいては、労働争議への警察権力の介入を排除するという配慮に

欠けていたとの批判は可能である・）しかし・この主張都酒尾訟岡の両氏

のみで、第5回会議の決で採択されなかったのである⑪。

　　ところが、連合国の指令による但書削除は、西尾氏の主張のような罰則規定

を設けて担保させるということもなかったため、草案第24条に対応する、労働

組合法第25条の解釈をめぐって、その法的効力を如何なるものと解すべぎかに

ついて、既述のような対立が生じたのであるQ

　　　①労働省編、資料労働運動史、昭和20・21年、689頁以下。

　　　②労働省編、上掲書、706頁。

　　　③労働省編、上掲書、710頁。

　　　④もちろん・個別的労働関係において、厳密な意味で「協約違反」が成立するか

　　　は問題である。

　　⑤実行義務までは考えておられない。なお・実行義務については、拙稿、実行義
　　　務（後藤還暦「労働協約」　　　　　　　　　　　　　　　（昭和38年）所収）参照。
　　⑥労働省編、上掲書、719、720頁。
　　⑦労働省編、上掲書、725頁以下。
　　⑧労働省編、上掲書、768、769頁。
　　⑨松岡三郎・石黒禰、日本労働行政（昭和30年）、164頁。

　　⑩労働省編、上掲㍉、74頂以下。とくに、743頁。
　　⑪労働省編、上掲書、765頁。松岡・石黒、上掲書、163頁。

　3．末弘博士の所論

　前項で述べたように・唯一人の法律学者として労働組合法の立案に積極的に

参画された末弘厳太郎博士は・労働組合法の制定施行後、著書「労働組合法解

説」（昭和21年5月）をだされている。平和義務にかんする末弘博士の見解は、

同書においてより明確に表現されている。したがって、同書によりつつ以下検

討を試みる。

　まず、労働協約の内容についての一般的解説において、次のように述べられ

ている①。



わが国における平和義務理論の歴史的展開 （183）　－　65　一

　　　■　　　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　

「労働協約の内容については、第20条に有効期間に関する規定あるの外・すべ

て当事者の自由協定に任されてゐる。

ドイツの学者は、協約内容を大別して債務的部分及び規範的部分とする。前

者は協約当事者互に蓮守すべき義務を規定した部分であり、後者は爾後協約の

適用を受ける使用者と労働者との間に締結せらるべき労働契約を支配する賃金

率、其他労働条件一般に関する規準を定めた部分である。大正末期より昭和の

台めにかけて、我国に於て締結された協約について之を見ると、その数も極め

て少く、其内容も種々雑多であって必ずしも一貫した傾向を認め難いけれども

七れのすべてを綜合的に観察分析して見ると、略々第一は基本的若くは組織的

部分、第二は規範的部分、第三は債務的部分の三部分に大別することができる

やうに思はれる。第一は、使用者若くは使用者団体と労働組合との基本的関係

を規定したものであって、労働組合を承認し、爾後之を団体交渉の相手方とす

る旨の約款、労働条件に関する規準　…を定める為め一定の委員会（本法第22

条に所謂「機関」に相当する）を設置する約定等が之に属する。第二は、賃金

率、労働時間、休日休暇、解雇退職手当、賞与等に関する規準を定め、爾後協

」の適用を受くべき使用者と労働者との間に締結せられるべき労働契約の遵由

すべき労働条件規範を定めたものである。第三は、当事者相互に遵奉すべき各

種の義務を定めたものであって、紛争を調停又は仲裁に附し濫りに争議行為に

訴へざるi義務（平和義務）、協約当事老たる組合の組合員に限り雇入るべき旨の

約束、雇入に関し組合員又は其家族に優先権を与へる旨の約束、雇入解雇に際

し使用者が組合に諮問し又は協議する旨の約束、組合は組合員の技能向上に協

力し不良工に対し責任を負ふ旨の約束等が之に属する。」

ここで末弘博士が、平和義務を、労働協約の内容分類中の第三の部分（債務

的部分）に属するものとし、しかも「紛争を調停又は仲裁に附し濫りに争議行

為に訴へざるi義務」として把握されている点、注意しておく必要がある。

　第21条については、「本条は当事者双方の協約遵守義務を規定する。此義務

こ違反した当事者に何等か法的の制裁を加へやうとするよりは、寧ろ当事者が

互に道義的に誠意を以て協約を遵守し、「労働能率ノ増進ト産業平和ノ維持ト

ー
協力スベキ』ことを要請するに過ぎない。言はx”本法の規定する労働協約制

度の根本精神を規定したものである。しかしさらさらぽと言って法律的に全く

無意味な規定ではなく、之が自ら争議行為の正当性（1条2項、12条）を決定

する重要な一の規準となることを看過してはならぬ。」と解説される②。

　また、第25条については、「平和義務」と見出しをつけて、次のような解説
・1

旦
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　を付されている③。

「労働協約は労働関係樋力平和裡に離処理することを目的とする制度であ

　るから、協約中に将来「協約二関シ紛争」を生じたるときは、之を「調停又ハ

イ幟二付ス・レ』旨の約款あるときは・灘として樋力その趣旨縦って争議

行為の発生を防止するに力むべきカ・当然である．是れ本条カミ加る場合には、

当事者その紛争を調散はイ幟に付す礒務あるものとし、其結果愈欄停乃

到幟が成り立たないと決定するまでをま・当事者双方共「同盟罷業詐業所閉

鎖其ノ他ノ争議行為ヲ為スコトヲ得ズ」と規定した所以である。

　本条に違反する争議行為は協約違反として債務不履行を構成するが、第・2条

にっいて説明した通り之を理由として損害賠償を請求し得ない。しかし、協約

中に特に違反に対する制裁例へぽ一定金額の違約金を約定したるときはその有

効なること素よりである。J

　なお・第12条の解説で・本条に関連して次のように論述されている④。

「然らば・労働協約に於て「当該労醐約二関シ紛争ア・暢合調散，、仲裁二

付スルコト』　（25条）を約定したる場合にそれに違反して無警告に敢行された

同盟罷業其他の争議行為は本条の恩恵に浴し得るか．労務法制審議会の原案に

於ては・加る争議行為に躰条樋用せざる旨棚定してゐたが政府の手

に移ってからその趣旨の規定は削除された．解釈上簸問を容れる余地は大1，こ

ある。何故なれぽ、かXる行為は故なく協約に違反し、信義誠実の義務に背反

するものといはねばならないからである・しかレ上述の如き立法上の経鋤、

ら考へると、尚本条の適用あるものと考へるのが差し当り妥当の解釈であると

　へふ　ヨ

　以上要するに、末弘博士の所論は、平和義務を、労働協約の内容分類中の第

三の部分（債務的部分）に属するものとし、しかも、第25条の内容である、労

醐約当事者の籠によって成立する「紛穿・棚停又はイ幟に附し濫りに争議

行為に訴へざる義務」として把握され・そして、立法経緯より判断されて法的

効力もきわめて弱いものと考えられているのである。そしてまた、第21条にっ

いても・それ鯨則的には倫理規定と解されており、それから灘的に法白犠

務としての平和義務を導き出そうとは、されていないのである。

　末弘博士の所論の形成には・戦前の労働協約の実態についての認識および労

働組合法・とくに第12条・第21条・第25条の立法過程の経緯についての認識が

強く影響を及ぼしていることがうかがうことができる。

ti－一一．－－一．一，－N－一一、一、一一．ti－．．一．一．．一．一一。一一．一
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①末弘厳太郎、労働maa法轍（昭和21年5月）・63則下・

②　末弘、上掲書・71頁。

③末弘、上掲書、77・78頁。
　　末弘、上掲書、48・49頁。

　　　後藤教授の所論

この期こおいて讃醐こドイツの胴協約理論（平和鵜理論も含めて）

の紹介，　t、らびに、ドイツ平糠務鰍のわが国の解繍とし⑰定着化に努

力された人々のうちの一人として後藤融授がある・塗耀教授は・すでに昭和

1。年に、「労醐約理論史」醗表され・ワイマール共和騨輿こいたるまで

のドイツの労醐約理論の歴史的麟過程の論究をなされていた・もちろん・

同諏おいて平糠務の問題もとりあげられていた・後藤搬は・この鯨こお

いては次の三者で、トイツ平和鵜理論のわが国の解繍としての儲化を試

みられている．す姉ち、「労脇約の齢と実際」（昭和21年12月）・「労働

組合法の腺鯉論」（昭和22年・月）・「労働法」（新法欝全書）（昭和23

年、、月）．三著の何れも理翻セこは同一であるので・以下「労醐約の理論と実

際」によりつつ、教授の所論を探究したい。
まず、労働騰の締纈的として平稲的のあることを・明確に指される①・

「労働齢は、二つの鞍醗済的目的のために繍せられる雛主体（また

はその団体）と労働者団体（労働組合）との間の約定である。

労働肺の曲とするものの第二は・盤主体と労鵬団体との争議から必

然的姓ずる勢力の願、従ってr姻オ先」を防止し・ひいては蘇平和擁

立せんがために、礎期間内経済的闘争手段の使用を排除することにある・け

だし、さきに述べたやうに、蠣都団結の力によってはじめて締主体と対

等の地位に立つのであり、ここに「契約舳の原則』の下に舳な駈引によっ

て、労働条件を決定することができる・従って・経営主体の提供する条件を以

て満足せざるときは、自己の側の要求頒くために澄済的闘争手段（ストラ

イキその他の労働争議行為）に訴へることができるのであり・労働組合法もま

たかかる締的闘争手馳鵬ることの自由を購してゐる・経営主体の側に

おいてもまた剛であって、彼らにもまたその主張娯くために経済的闘争手

段（。ック．アウト等）を用ふることの舳が認められてゐる・かくして・労

働条件は一応繭者の舳な駈引によってある所に落著くの であるが澗者の
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1

啓曼を鳳刺戟して労鱒議に至らしむる如きことをなさずぽたその轍

貝が労鱒議嵌議しま燃開始したる場合におし・ても、これを支持し又は促

進するが如きことをなさざる旨の消極義務（不作議務）と、そのあらゆる力

藷繍難霧欝孟欝蝿舖嚢霧縛徽暴チ欝震曼ζ畿

　『　68　ny（186）　　第・5巻第2号

間の力の均鰍態は聯こ保たれうるものではなく、経済界の鋤こよつて何

れか一方戯ひは優勢となり滅αよ劣勢となるために、さきに決定せられた

ところのものが渤揺を来すことになる・それ1噺しい勤関係によっ礪ぴ

ある所に瀦くであろうが・このやうに糸色えざる動揺に曝されるといふことOま

労賭ことっても・経営主体にとっても・町微あるのみならず渤揺の度ご

と燗争を行ふとし・ふことは勤の濫費である．そこで、いはば繊状態を確

立するために・ある時の勤関係によって齪したところのものを、ある淀

の鮪存続せしめ・その間輌都闘争報に訴へざることを約する場合があ

るのであって・労醐約こそは・かかる繍的平和状態の確立鍛立つもので

ある・それはあたかも・国醐における平和条約に類するものである．右に挙

翫朗的のうち・第一のものを鋤目的といひ・第二のものを平和的

　ついで・労醐約の内容噸念上獅的部分蹟務的部分の二つに分たれる

之雛舞k鷲翻欝約内容二分説の立場に立ちDD・，平嚇

「鰍的部分は・欄的部分が単に規範を設定するに止まり脇約当鶉間Orこ

権利義務の法繭係を設定するところのな力硫の販して、協約当事者相互

の債権債務関係を設定するものであるが・それには労脇約の酌こ基き当然

馨重鶯隷蒲二欝篇腔謙雰鵬鰹媚蕪智碧
いはゆる平和義務と協約規範遵守義務とが前者に属する。

るものであるが・かくの如き棚立せる両社会白勺勤の平和的な休戦状態は、

両協約当事都相互唄ふところのいeまゆる平和義務の履行によって確保され

うるものである・平糠務とは・労瀦団体及び麓主体湘互順ふところ

の翻であって・団体自躰繍蠣争手段に訴へざる吻論のこと、その構
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約当輔の意思を反対に鮒べき特別の事情なき限り・黙示的に平和鵜が約

ある．・・…．しかして労働協約理論を開拓したドイツの学説としては・かってeよ

r労翻榊に平和義務について明定せらるるところなき場合においても・協

定されてゐるものと解すべきである」といふが如き弱き主張汲びかかる主張

の上に立てる「平和義務は約定によって・これを排除することができる』とい

ふが如き断定が行はれたことがあったが・その後の学説の大勢は・平和X務を

であるとL，従って、平和鵜を排除する約定のa・きは労働協約の本質と搬

aて「労醐纏とって本質的なもの」またはr労働繍の不可紬構成部分」

する撒撫効である、と唱へる姪った・これは・平糠務が平和的な休戦

状態確保の手段となることの正当なる講の上に立脚せる見解であってぽさ

こわれわれの賛成するところである。」

まず後藤教授は、労働協約締結の際に追求される目的として、規範的目的と

、らんで平和的目的のあること輪じられたのち・その平和的目的耐応して

労働肺の債務的部分嘱する平和鵜醗生するとなされる・しかしその際

債務的部分には、「労醐約の目的に基き当然にその内容として含まれるもの

と、協約当事者の合意によって初めてその内容として含まれるものとがある・」

とされ、平和義務は前者に属するものとされている。上の文言をみると・あた

かも平和義務は協約当事者の合意にもとつかずに発生するようである。はたし

て後藤教授は、平和義務の成立根拠を協約当事者の合意以外に求められたので

あろうか。

後鮒授が，r労働肺の曲」について語られるとき・それ姻家の鞭

的目的をいっておられるのではなく・協約当事者力脇約繍の際に追求する目

的をいっておられることは、上激からも明らかである・したがって・肺締

纈的として平和的目的をいわれているかぎりにおいては・平禾礒務の成立根

拠を協約当事者の舗に求めておられる・といわざるをえない・そうすると・

「労働協約のm的に基き当然にその内容として含まれるものと・協約当事老の

合意によって初めてその内容として含まれるものとがある”1という論述は、ど

ういう意味内容をもっていわれているのであろうか。

　これは、上掲論述の後半の、ドイツの学説について述べられているところと

関連させて考えると、はっきりわかる・すなわち・教授は・Hueckの所論④を

めぐる、労働協約における平和義務排除の法理論的可能性についての論争にふ

れられたのちに、「学説の大勢は、平和義務を以て『労働協約にとって本質的

なもの』または『労働協約の不可訣的構成部分』であるとし・従って・平和義



務を排除する約定の如きは労働協約の本質と衝突するが故に無効である、と唱

へるに至った、」とし、「これは、平和義務が平和的な休戦状態確保の手段とな

ることの正当なる認識の上に立脚せる見解であって、まさにわれわれの賛成す

るところである。」とされる。すなわち、後藤教授は、相対的平和義務を労働協

約概念の本質的属性とみ・労働協約概念の不可欠の構成要素とする、1920年代

のドイツの通説的見解に立たれているのである。そのような概念規定を成立せ

しめる根拠を、教授は、協約当事者が労働協約締結の際に不可欠のものとして

平和的目的を、したがって平和義務を、追求しているというところに求めてお

られると考えてよいであろう。そのことの上に立って、「労働協約の目的に基

き当然にその内容として含まれるもの」といわれているのである。このように

理解するかぎりにおいては、債務的部分を二種類に分けられているのは、成立

根拠の相違にもとついての区分ではなく、労働協約の概念規定の際に労働協約

の本質的属性として概念内包に算え入れるかどうかによる区分であることがわ

かる。

　ところで・問題なのは教授が依拠しておられる、そのような概念規定を成立

ぜしめる根拠なのである。それは・協約当事者が不可欠の目的として追求して

いるという事実状態を前提としている。前提となる事実状態がそれと対立する

事実の出現によって崩壊するときには・それにもとつく論理構成は一挙に崩壊

せざるをえない・その場合には・「本質に反するから無効」という主張はなり

たたない。法律上無効となる根拠はまだ示されていないからである。

　次に・平和義務の範囲の問題については、次のように述べられている⑤。

「平和義務の範囲は協約当事者が自由に決定しうるところであって、すなわち

（1）当該協約の有効期間中協約において規定せられた事項の廃止、変更はもち

ろんのこと・その他すべての目的のためにする闘争手段の使用の禁止を約束す

ることもでき・（2）当該協約の存続期間中労働協約において規定せられたる事

項の廃止または変更の目的を以て闘争手段に訴へることのみを禁止することを

約束することもできる。（1）は絶対的平和義務であり、（2）は相対的平和義務であ

る・右のうちいつれの義務が定められたかは、当該労働協約の全内容の合理的

解釈により決すべきであるが、もし当事者の意思が明白ならざる場合には、い

つれの意味に解すべきかが問題となる。この点は嘗てドイツにおいても学説の

岐れたところであるが、通説は、平和義務は特別の明示的な約定なき限り相対

的なものであるとする相対説をとってゐる。例へばドイツ最高裁判所（ライヒ
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　。ゲリヒト）の1926年3月30日の判決は次のやうに述べてゐる。

「労醐約当輔の平糠務嚇㈹1勺なものとする明示醗融き巨艮りN　」｝ll．

に欄的なるが儲である．轍まち、購を受けるべきもの賜約の内容の

みであって、経灘闘争手段の行使により肺所定の労働顯の頗を強麹

んとする試みの楓防止せらるべきものである・これ販して・団体が該協

約の存繍間中協纏規定なき争点翻襯定となさんがために闘争手働
使用することは、毫も妨げられるところではなv・・けだし・団体がかくの如き

場合についても当初からあらゆる経済的闘争を断念し・且つその団瀬の利益

離上腰なる際には凝灘強圧手段を採るべき権穐糠したものと擬

すべきではなく、むしろかくの如き糠ありたりといふがためにぱ・舶なる

意思表示を要するものと解すべきであるからである』

この諦こよれぽ、労翻約中に未槻定なき事卿約定・例へば従糊細ひ

おいて齢についての襯定し腸合シこ漸たに労鵬間又は休暇に関する約

定を強制せん世めに、繍醐争手段セこ訴一ることは平糠務櫛酬であ

り、又労麟件の改灘鹸の目的とせざる闘争手段の使用・例へぽ政治的同

盟罷業輌葡同盟諜醜すことも・平和義務の違反とはせられないのであ

る．もとより、平和鵜を以て欄醜ものとなすときは・瀦主体又はその

団体と労鵬団体との間には絶対醜平和状態e」保たれるわけにはゆかないけ

れども、されぽとてこの理齢以て平糠務の欄齢翻することは当らな

いと思ふ．な舷れぽ、平和義鯛目対齢否認するときは・繍㈱争とし’

珀助的手幽よってその地位の藤を完うしうる労瀦団体と経営主体との

間の妥融産物たる協約規鞭して賜肚の意味を撒しめるの結果となる

　からである。
　　わ姻の鰍としても平和鵜を以て木目対醜ものと見るのが妥当拷へる

が、労翻合法第25条の規定につし・て2F述べるべきもの莇る・同条は労働

協纏おいてr当該労働肺二関シ紛争ア・蝪合調停又ハ職二付スルコト

，定』あるときは、当事都先づその紛靴調停又は㈱こ付するの鵜ある

ものとし、その結果いよいよ調停又はイ中裁猷り立たないと決定する迄は・

当事者双方共セこr同盟罷業、作業所閉嫉・他・争議行為ヲ為スコトヲ得ズ』

と規定してゐる．すでに述べたやうに・労醐約萌燗間中に肺当事者が

当然傾ふところの平和翻こよって・齢所魑項の廃止または変甦曲
とする争議行為櫨すこと躯ないのであるカ・ら・特に当事者が『当該労醐

？
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『　72　“一（19°）　　第・5巻第2号

鐸耀翻攣匙謄；脇三晶麓羨謂函驚誘

案謙乏欝窺㌫銚議∫雪繕濃雛議灘旛

ζ駕堕毒灘鍵鍵鷺簾：鵡霧よ鯉；池鰺
一方がその主張頓くため燗争ill・i・EIIt　t／こ訴へることは平和義務と衝突するもの

でなく湧醜合法第25条にいはゆるr紛争ア・レ場舗骸一イ幟二付ス，レコ

　　③　後藤、上掲書、6頁以下。

　　⑤　後藤・上掲書、11頁以下。

⑥


